
4

久米支部長の中江啓生さんの講演会を実施した。

総事業費 千円

事務事業評価＆総合計画実施計画調査シート 事業種別 継続 単独 事業類型 Ⅰ ソフト事業 ２次評価対象分

コード 名               称 区分 コード 名            称 事業実績

事業名 1038 住民主体の人権教育推進事業
会計 01 一般会計

活動指標 単位
実績値 目標値

款 03 教育費 H17 H18 H19 H20

基　本
施　策

38 互いを認め合い、すべての人の人権を尊重する
項 03 社会教育費

識字教室の開設 回
目標 目標 49

49 49
目 02 教育集会所費 実績 49 実績 49

施　策 4 人権啓発活動の推進
細目 102 教育集会所事業経費

人権講演会の開催 回
目標 目標 1

1 1
細々目 01 住民主体の人権教育推進事業 実績 1 実績 1

基本計画該当頁 148 行革大綱の重点事項番号
教育講演会の開催 回

目標 目標 2
2 2

担当部課
コード ４５０９００ 評価者

氏　名
安永幸二 連絡先

23 - 3157 実績 2 実績 2

名称 教育委員会八幡町教育集会所 (内線)

評価指標

事業の計画・内容
事業の成果を測る指標 指標設定の考え方 単位

実績値 目標値

事
業
目
的

対象等（何を、誰を） 成果（どうなるのか） H17 H18 H19 H20

地域住民 人権・同和問題が、住民一人ひとりのものとなって人権意識が根
付いていくための機会として、より多くの参加が得られる。

識字教室への延べ参加者数 定着化と、より多くの人の参加をめざす 人
目標 目標 156

220 220
実績 156 実績 215

人権、教育講演会への参加者数 より多くの人の参加をめざす 人
目標 目標 220

300 300
実績 211 実績 309

（※対象件数 ）
根拠法令・要綱等 伊賀市教育集会所条例

開始年度 平成 年度
関連事業

評価

本
年
度
事
業
内
容

終了
①識字教室を実施した。
②１２月２１日人権教育講演会「私が向かい合ってきた差別と
人権」と題して、反差別人権研究所みえの松村元樹さんの講演
会を実施した。
③３月２２日教育講演会「だから部落解放運動はおもしろい
もっとホンネでもっと本気で」と題して、山口県人権啓発セン
ター事務局長の川口泰司さんの講演会を実施した。
３月２０日教育講演会「終わりの始め」と題して、部落解放同盟

年度年度 平成

状
況
変
化
等

識字教室での共同作品を小学校に展示を依頼したが、講
座生の自信を深めるとともに、地域外にも幅広く理解を得
るように努めている。

必要性

評価項目

4

ポイント 評価項目についてのコメント
差別のために文字を奪われた人達への識字教室は、地域住民の自己実現とまちづくり意識の醸成につながる。

有効性 3
識字教室は、人数は少なくても講座生の文字習得にかける熱意は大きいものがあり、また習熟度等によりパソコンと併用
しての学級生もいる。

達成度 4
講演会にはたくさんの参加を得ることができた。

効率性 3
識字教室は、能力に応じての個別指導であるが、集団学習や相互学習の形態が展開できればと思う。整

1

備内容

建設用地

運営体制

1 運営主体

　委託先
2 建設面積（延床面積）

3 規模・構造

2 配置（予定）人員 人

Ａ

総合評価

現状維持

事業の方向性

地域の各団体組織等との連携により、参加者の増に努めたい。

改善についての取り組み

3
4
年間運営費
市内の類似施設

千円

進
　
捗
　
状
　
況

年度

事
業
内
容

平成１７
事 業 内 容

年度
数量

 決算内容
金  額 事 業 内 容

平成１８
数量
年度 決算

金  額
内容

事 業 内 容
平成１９

数量
年度 計画

金  額
内容

事 業 内 容
平成２０

数量
年度 計画

金  額
内容

事 業 内 容
平成２１

数量
年度 計画

金  額
内容 平成２２

事 業 内 容 数量
年度 計画

金  額
内容

委託
　

単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円)
単位

(千円)
報償費 476 報償費 471 報償費 360 報償費 360 報償費 360 報償費 360
その他 39 その他 27 その他 16 その他 16 その他 16 その他 16

工事

進捗率
(％)

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
事業費計(A) 　 Σ 515 事業費計(A) 　 Σ 498 事業費計(A) 　 Σ 376 事業費計(A) 　 Σ 376 事業費計(A) 　 Σ 376 事業費計(A) 　 Σ 376

事業投入人員 人件費（Ｂ） 0.4 人 2,880 人件費（Ｂ） 0.4 人 2,880 人件費（Ｂ） 0.4 人 2,880 人件費（Ｂ） 0.4 人 2,880 人件費（Ｂ） 0.4 人 2,880 人件費（Ｂ） 0.4 人 2,880

フルコスト　（Ａ）＋（Ｂ） 3,395 3,378 3,256 3,256 3,256 3,256

事業費（人件費除く）の財源内訳
（Ａ） 事      業      費 515 498 376 376 376 376

Ａ
の
財
源
内
訳

国庫支出金
県 支 出 金 184 251
地   方   債
受益者負担
そ   の   他
一 般 財 源 331 247 376 376 376 376
計 515 498 376 376 376 376

備
考

その他特定財源の名称・補助基本額・
率
地方債の区分と充当率等

直営 指定管理 民間委託等直営 指定管理 民間委託等
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